





　20 世紀末、特に 1989 年のベルリンの壁の崩壊以来の東欧における民
主化の動きなど、世界的な一連の民主化の動きは“世界的な連帯革命
（global associational revolution）”とも呼ばれ、21 世紀における市民社会





















































































2000 年 6月 2001 年 3月 2002 年 2月 2002 年 6月 2002 年 9月
北 海 道 101 173 267 300 322
青 森 県 16 22 31 38 42
岩 手 県 20 29 59 65 72
宮 城 県 47 77 108 123 132
秋 田 県 13 21 28 36 41
山 形 県 14 26 42 53 58
福 島 県 17 35 54 62 77
茨 城 県 35 63 81 92 100
栃 木 県 45 72 91 100 106
群 馬 県 47 77 125 154 169
埼 玉 県 52 83 138 167 182
千 葉 県 61 117 198 236 278
東 京 都 492 863 1309 1575 1713
神奈川県 145 243 378 433 472
新 潟 県 28 47 73 85 93
富 山 県 10 11 20 25 31
石 川 県 16 25 41 52 63
福 井 県 6 10 41 52 59
山 梨 県 14 20 31 37 42
長 野 県 27 50 90 114 129
岐 阜 県 15 33 59 69 74
静 岡 県 54 110 163 189 204
愛 知 県 55 90 152 189 206
三 重 県 50 81 111 126 132
滋 賀 県 17 30 51 58 63
京 都 府 52 100 169 194 225
大 阪 府 134 274 454 540 607
兵 庫 県 66 118 186 226 239
奈 良 県 18 27 42 47 49
和歌山県 12 20 36 42 47
鳥 取 県 8 14 21 24 25
島 根 県 13 17 25 28 29
岡 山 県 30 48 71 88 94
広 島 県 39 62 89 104 118
山 口 県 18 38 63 70 79
徳 島 県 8 10 21 31 34
香 川 県 10 15 33 45 49
愛 媛 県 12 18 49 57 66
高 知 県 16 22 39 44 50
福 岡 県 74 124 195 222 249
佐 賀 県 9 19 33 40 42
長 崎 県 16 30 44 52 62
熊 本 県 21 36 68 79 91
大 分 県 7 21 41 53 62
宮 崎 県 14 21 35 40 44
鹿児島県 4 12 31 36 42
沖 縄 県 11 23 44 61 68
総　計 1989 3477 5530 6553 7231













のものの方が適合度がよい。しかし同じ GDP でも、総和としての GDP よ
りも３次産業だけによる GDP との相関が強く、AIC 値は 2.75 小さくなっ
た。また普通は１次回帰よりも２次回帰の方が適合の度合いが良いと期待
されるのであるが、人口と GDP をともに説明変数とした２次回帰よりも
GDP だけへの１次回帰の方が AIC 値が小さくなった。したがって第３次
産業による GDP だけへの回帰が AIC が最も小さい値（－197.70）になり、
表２　NPO数と人口（両対数変換値）との直線回帰における推定値
傾き　b 調整済み決定係数 AIC
2000 年 6月 1.1372 0.7827 －154.03
（t=4.59**） （F=162***）
2001 年 3月 1.1895 0.8371 －166.52
（t=6.78**） （F=231***）
2002 年 2月 1.1131 0.8583 －180.48
（t=4.36**） （F=273***）
2002 年 6月 1.0968 0.8591 －182.18
（t=3.76**） （F=274***）
2002 年 9月 1.0992 0.8655 －183.11
（t=1.50） （F=147.64***）


























































































































































































































































































































































































































































































合が良いモデルとなった。このとき決定係数の値は約 0.9 （0.8975） であ
り、GDP 要因だけで NPO 数の変動の９割を説明できることになる。
1.4　パス解析による人口と第３次産業がNPO数に与える効果の分割









果に分割して考えることが出来る（25），（26），（10）。したがって、GDP と NPO 数、
人口と NPO 数、それぞれの間の見かけの相関を直接効果と間接効果に分
割することが可能となる。
　解析は NPO 数、人口、GDP をすべて対数変換して標準化して行った。
NPO 数、人口、GDP の三者間の相関係数をもとにして人口と NPO 数、






帰係数 －0.0344）と GDP を経由しておよぼす間接効果（0.9836 × 0.9779 
= 0.9619）の総合効果（－0.0344 + 0.9619 = 0.9275 ）に由来している。
これに対して、GDP と NPO 間の相関（0.9441）は、直接効果（標準偏回
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帰係数 0.9779）と人口をかいしておよぼす間接効果（0.9836 × 
（－0.0344） = －0.0338）の総合効果（0.9441=0.9779 + （－0.0338））に
分割できる。したがって、人口から NPO 数への直接効果は －0.0344 と
きわめて小さく、人口から NPO 数への効果は GDP を経由した間接効果










　そこで、多重共線性の可能性を排除して考察するために GDP と NPO 数





口あたりの GDP は人口あたりの NPO 数に有意な直接効果を持っているこ










産業による GDP と NPO の数をともに人口数でわった第三次産業 GDP/ 人
口、NPO 数 / 人口として相関関係を求め標準偏回帰係数（パス係数）を
推定した。図４を見てわかるように、３変数間の相関係数の値は小さくな
り多重共線性の可能性はなくなったと見て良い。人口でわった第３次産業
の GDP の直接効果は図３で見た人口でわった GDP の直接効果よりもやや
強くなっている。したがって、GDP 全体によるよりも第３次産業による
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の NPO セクターの評価が可能であろうか。これは、実際に NPO 政策など
に携わっているものにとってはかなり重要な課題である。ある地域の































































回帰偏差値 順位 (a) 人口当たり 順位 (b) (a)－(b) 人口の順位
東　 京 81.61 1 146.46 1 0 1
京　 都 68.72 2 88.70 2 0 13
群　 馬 67.95 3 84.55 3 0 19
福　 井 65.98 4 72.00 4 0 44
三　 重 63.15 5 71.76 5 0 23
高　 知 61.23 6 61.78 7 －1 45
大　 阪 58.56 7 71.09 6 1 2
長　 野 56.68 8 59.13 8 0 16
石　 川 55.89 9 54.11 13 －4 37
宮　 城 55.26 10 56.83 10 0 15
沖　 縄 53.97 11 51.51 16 －5 32
山　 口 53.97 12 52.21 15 －3 25
栃　 木 53.87 13 53.47 14 －1 20
大　 分 53.76 14 50.75 18 －4 34
岩　 手 53.57 15 51.17 17 －2 30
佐　 賀 53.15 16 48.08 22 －6 42
山　 梨 53.01 17 47.90 24 －7 41
北 海 道 52.90 18 57.33 9 9 7
静　 岡 52.70 19 54.77 12 7 10
香　 川 52.54 20 47.92 23 －3 40
滋　 賀 51.60 21 47.70 25 －4 31
山　 形 51.51 22 47.21 27 －5 33
熊　 本 51.49 23 49.16 20 3 22
神 奈 川 51.29 24 56.61 11 13 3
岡　 山 50.95 25 48.52 21 4 21
和 歌 山 49.50 26 43.67 29 －3 39
福　 岡 49.34 27 50.53 19 8 9
鳥　 取 49.22 28 40.94 34 －6 47
愛　 媛 48.87 29 44.20 28 1 27
徳　 島 48.61 30 41.33 32 －2 43
千　 葉 46.80 31 47.45 26 5 6
島　 根 46.61 32 38.45 35 －3 46
長　 崎 46.53 33 41.02 33 0 26
広　 島 44.97 34 41.51 31 3 12
宮　 崎 44.55 35 37.54 37 －2 36
兵　 庫 44.37 36 43.61 30 6 8
新　 潟 42.65 37 37.94 36 1 14
秋　 田 42.00 38 34.60 40 －2 35
福　 島 41.90 39 36.47 38 1 17
奈 良 41.07 40 34.18 41 －1 29
岐　 阜 41.05 41 35.44 39 2 18
茨　 城 38.42 42 33.73 42 0 11
富　 山 35.47 43 27.86 45 －2 38
青　 森 35.20 44 28.35 44 0 28
愛　 知 31.71 45 30.02 43 2 4
鹿 児 島 29.31 46 23.80 47 －1 24

























　本論では NPO 数におよぼす人口、GDP、第三次産業による GDP、県民
所得の効果を回帰分析やパス解析を用いて解析し、一貫した結果が得られ
た。この結果、NPO 数の大きさの変動は人口と GDP の２要因によってほ
ぼ 9 割が説明されることが明らかになった。さらにパス解析の結果、
NPO 数と人口要因との相関は、実は見かけの相関であり GDP 要因が直接
効果のほとんどを占めることが明らかとなった。
　本論ではさらに、NPO 数の変動が GDP の中でも第３次産業部門の GDP




















































たが、ここで見られた NPO についての地域格差が GDP 以外のいかなる要
因によって生じているのかという課題も将来に残されている。
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